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△ 相続税と贈与税の一体化

Q:相続税と贈与税の制度が大きく変わる
ようですが、どのように変わるのでしょうか。

A:まだ決まったわけではありませんが、

政府の税制調査会の報告では、生前贈与の際

にかかった贈与税を、相続の際に相続税に課

税し直すように、制度を見直すべきであると

しています。

【解説】

現在、「生前贈与が相続税の課税回避に利

用されるおそれがある」という理由で、贈与

税の税率は相続税よりも高くなっています。

しかし、相続の際に一時に課税されると納

税資金の調達が難しいこと、企業の事業承継

をスムーズに進める必要があること、などの

理由から、生前贈与を利用しやすくしてほし

いという声が高まっています。そこで、政府

税制調査会では、相続税と贈与税を一体化す

る方向で検討することを提言しています。

現行の相続税の計算では、相続開始前3年

以内に被相続人から贈与を受けた財産につい

ては相続財産に加えて計算し（生前贈与加算）、

その贈与の際にかかった贈与税を相続税から

差し引く（贈与税額控除）ことになっていま

す。ごく大まかに言えば、この生前贈与加算・

贈与税額控除の範囲が大幅に拡大されるよう

な形で、改正が検討されているようです◎

ただし、贈与を受けたときの資料を納税者

が長期間保存しなければならなくなるため、

｢環境整備が必要」とされていて、来年度か

らすぐ実施される事はなさそうです◎


